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「家庭における養育環境と同様の養育環境」に必要な要件

1. 一貫かつ継続した、養育能力のある、適切な関係性を形成して子育てでき
る特定の養育者の存在 

2. 子どもの安全が守られる「家」という物理的環境の提供 

3. 特定の養育者との生活基盤の共有 

4. 養育者や同居者との生活経験の共有、ただし、同居者は比較的固定され
ており、安定した同居者となっていることが必要 

5. 生活の柔軟性　有機的で臨機応変な変化のできる営み 

6. 子どものニーズに敏感でそれに合った適切なケアを提供できる 

7. 社会的に受け入れられる価値を共有し、かつ子どもの自律や選択が尊重
される 

8. 地域社会に存在して、子どもも養育者も地域社会に参加している 

9. 子どもの権利を守る場になっている 

10. 子どものトラウマや関係性の問題に対するある程度の知識と対応方法を
獲得しており、必要に応じて専門家の助言を求めたり受け入れたりできる 

11. 子どもの状況に応じて適切な家庭教育を行える
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施設ケアにおいては

• 自立支援計画とその時々のアセスメントに沿って、子どものニーズを敏感に
キャッチし必要なケアを個々の職員が提供できるよう、施設の枠組みの中の
様々な専門職、スーパーバイザー及びピアからの支援を組織的に提供。 

• 法人や施設の枠内の専門性だけで子どものニーズに応えることが難しい場
合は、施設外の社会資源や関係機関を活用できるよう、他の施設職員がコー
ディネートしている。 

• 職員は、施設の養育チームに帰属感を持ち、安心な養育が可能
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家庭養育（里親・FH）の現状

• 個々の里親は、里親会に属する等ピアサポートは受けているが、スーパーバイ
ズを受けたり、心理職等からのサポートを受ける機会は少ない 

• 家庭養護としての強みである、子どものニーズに応えるための地域社会資源の
活用は、あまり意識されないことも多く、個々の努力に任されている。専門的な
社会資源の活用についても、個々の努力や判断に任されていることが多い。

児童相談所

児童相談所  
ケースワーカー・心理職等 実親

養育里親	
 

子ども	
 

教育関係
者・機関

専門的な	
 
社会資源

養育里親家庭居住 
地域社会の枠

措置・委託
地域社会
資源

他の里親
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心理職等専
門職

同一チーム
内のピアサ
ポート

子どもを中心としたチーム養育
• 養育里親が、養育者個人だけの判断で養育方針や社会資源を開拓・選択するのではな

く、子どもを中心とした養育チームの一員として、アセスメントや自立支援計画に基いて、
スーパーバイズを受け、心理職からの助言、実親との関係性支援、地域の社会資源のコ
ーディネートを受ける。 

• このことによって、子どもが地域社会から利益を得たり、養育者が地域社会から子どもの
ニーズに応えるための資源等を獲得したりする家庭養護の強みをより機能させることが
できる。

児童相談所

児童相談所  
ケースワーカー・心理職等 実親

養育里親	
 

子ども	
 

教育関係
者・機関

専門的な	
 
社会資源

養育里親家庭居住 
地域社会の枠

措置・委託・連携・協議
地域社会
資源

スーパーバイ
ジングソーシャ
ルワーカ

養育チーム  
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チーム養育が成り立つ要件としての「帰属感」

• チーム養育が可能となるためには、養育里親自身が、自分が「養育チームに
属している」「養育チームが拠り所である」という明確な実感(帰属感)が不可
欠である。 

• 職業倫理や業務命令及び管理職からの指導などが明確である法人の枠と比
較して、児童相談所からの委託措置には養育上の指導権限が明確でなく、チ
ームでの協働を、明確に意識してもらうために、強力な帰属感が必要。 

• 養育者が自他の役割を理解して社会的養護を担うためには、帰属先の組織
には、明確な理念、専門性、一貫性、継続性が求められる。 

• 養育者が登録される前の候補者の段階(リクルート)からアセスメントやトレー
ニングによって、強み弱みを理解しているひとつの機関に対して、「養育チー
ム」としての帰属感を持ちやすい。 

• 帰属する養育チームの形態として、下記の３つが考えられる 

• 児童相談所の里親専従係（課） 

• フォスタリング・エージェンシー 

• 児童相談所担当者と里親支援専門相談員等の混合チーム
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里親養育チームの３形態

• 児童相談所の里親専従係（課）： 
児童相談所が養育チームの機能を担えるためには、スーパーバイザー（スー
パーバイジングソーシャルワーク）の専門性と経験を持った、多数の職員が、
長期間継続的に確保できることが条件。リクルート・トレーニングと支援の連
続性があることはメリット。一方、行政職員の異動スパンを長くできるかどうか
がポイント 

• 児童相談所担当者と里親支援専門相談員等の混合チーム： 
混合チームにおいても、スーパーバイザー（スーパーバイジングソーシャルワ
ーク）の専門性と経験を持った複数の職員が、長期間継続的に確保できるこ
とが条件。行政職員と異なり、専門性や経験を持った職員を長期間確保でき
る可能性がある。しかし、リクルート・トレーニングと支援の連続性が分断され
る危険性。行政と民間機関のパートナーシップも不可欠。 

• フォスタリング・エージェンシー： 
上記二つの長所を併せ持つ。要するに、スーパーバイザー（スーパーバイジ
ングソーシャルワーク）の専門性と経験を持った、多数の職員が、長期間継
続的に確保し、しかも、リクルート・トレーニングと支援の連続性を持つ。
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フォスタリングエージェンシー事業の大まかな流れ

• 積極的にリクルートすることにより、委託可能な 養育里親家庭数を増やす 

• アセスメントとトレーニングを同じ組織で一貫しておこなうことで、登録候補者
家庭の強み弱みを把握することができると。同時に、その弱みに対するサポ
ートについても計画することが可能になる。また、アセスメントとトレーニング 
のなかで、協働可能な候補者であるかどうかを確認できる。  

• 登録につながった養育里親家庭の強み弱みを把握できることで、児童相談所
のケースワーカーに対して、その家庭のプロモーションをすることができる。  

• リクルートから委託後まで、同じ組織による一貫したサポートとトレーニングを
提供することができ、チームによる養 育が可能になる。  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フォスタリングエージェンシーの運営イメージ

• 養育里親家庭が所属する養育機関として、社会的養護の一類型として捉え、措
置費（義務的経費）により安定的に運営できることが必要 

• 施設のような定員制ではなく、規模（所属する養育里親家庭数、委託児童数）は
流動的である。そのため、１か所あたり固定額の○○百万円といった設定ではな
く、エージェンシーの規模と前年度の成果評価をもとに、毎年度運営費を設定し
契約 

• なお、成果は、量的・質的両方の成果を含み、成果が予算額に反映されることで
競争原理が働き、質が担保 
　量的成果：委託児童数、養育里親家庭数） 
　質的成果：養育の質、緊急ケースや高度専門性が必要なケースの多さ、不調 
　　　　　　　　の少なさ、子ども、里親、実親のアンケート結果等を第３者機関 
　　　　　　　　（cf Ofsted）が評価 

• 固定費用：人件費（管理者、リクルート担当者、アセスメントワーカー、心理職、事
務員）＋必要な経費（リクルート費用など） 
流動的費用（委託児童数や養育里親家庭数に応じて変動）：人件費（スーパーバ
イジングソーシャルワーカー（里親＊人に一人）、その他ユース担当サポーター等 

• 既存の施設や新規のNPOが実施する場合、積極的に取り組めるような運営費の
仕組みに留意 10
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在宅支援サービスの対象となる者
○ 児童養護施設調査から、４年を越えると家庭復帰が困難となり、１８歳到達ま

での長期入所となる可能性が高くなる（福岡市調査では３年以上、伊藤嘉余

子「児童養護施設におけるアフターケアの課題」でも３年以上。なお、伊藤論

文によると、家庭復帰した児童のうち、３分の１は問題未解決であった） 

○ 児童福祉法３条の２家庭養育原則を実現するためには、 

1. 入所当初からの、長期施設入所にならないための計画と定期見直し 

2. 現在、長期間施設入所している子どもの家庭移行支援計画 

→家庭復帰、里親委託・養子縁組、自立生活に向けて 

3. 家庭復帰・家庭養育（里親等）への移行に際しては、十分な在宅支援サー

ビスが必要 

4. 一方、在宅ケース（要保護児童等）に対しても、十分な在宅支援サービ

スが必要。在宅のまま発達・成長が保障されていないケースが少なくな

い。
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要保護児童等に対する在宅支援サービスの問題
○ 在宅支援サービス量・サービスメニュー

の不足 

（例）ショートステイ先の不足解消、子育

て支援ヘルプサービスの柔軟活用、親

子入所サービスの創設、多様な通所相

談支援・治療プログラム等 

○ 在宅支援サービスが利用されない問題 

　不十分なアセスメントやプラン 

　児相措置と市町村支援の連携の問題 

　保護者の利用拒否、継続困難、中断 

　 

 

　　　

子ども家庭のニーズに
応じた在宅支援サービ
スの質・量・メニュー・ア
クセシビリティの改善

ソーシャルワーク力の
強化（児相、市町村）

保護者への支援の枠
付け

「通所・在宅における指
導措置」の活用
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保護者への支援の枠付け
○ 児童及び保護者に対する通所・在宅における指導措置  

「市町村を中心とした在宅支援を強化することとし、その一環と して、
児童相談所による指導措置について、市町村に委託して指導させるこ
とができることとする。これにより、在宅ケースについて、児童や保護
者の置かれた状況に応じ、児童相談所の責任の下で、市町村による
養育支援等を受けるよう指導する措置を行うことが可能となる」 

○ 問題は、指導措置に基づく市町村からの支援を拒否、中断する保護
者への支援の枠付けをどうするか？　現状の指導措置（27条１項２号）
の限界 

○ 実効性を担保するための仕組みの創設・導入（司法関与を想定）  4

（参考）司法関与検討会での提案（平成28年11月14日藤林・久保構成員提出） 
「27条1項2号の指導措置も行政処分であり、保護者の同意を要しないという意味では
強制力を有すると言えなくもないが、（略）、これらの「強制力」は、これに反した場合に
おける手当が何ら用意されていない。そのため、強制力があると言っているだけで、強
制力を働かせることにより達成すべき目的(ここでは、子どもの権利保障)を達成するこ
とのできる実効性が担保されていない。 
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在宅支援サービスのアクセシビリティの改善
○ 原則として、在宅支援サービスは、要保護児童だけが対象ではなく、要支援

児童や一般世帯も使えるもの（サービス対象者を限定することで却ってアク

セスが悪くなる） 

○ 一方で、要保護児童等が利用しやすく、継続できる仕組みの導入 

• 「通所・在宅における指導措置」を活用 

（参考：障害児の施設入所と同様に、契約と措置の使い分け） 

• 在宅支援サービスの中でも有料サービス（ショートステイ、ホームヘルプ

サービス、産後ケア等）に対する、利用料・負担金の扱いをどうするか？

契約の場合：所得による軽減措置、措置の場合：負担金の扱い 

○ サービスが物理的に遠方にしかない、あるいは、近辺にあっても受け入れ枠

がない　→　サービス量の拡大、サービス提供者の拡大 

• （例）ショートステイ枠の拡大→施設定員外に「ショートステイ枠」を設定 

　　 ショートステイ里親の活用（フォスタリングエージェンシーの活用） 

• 　　 児童心理治療施設・通所措置→児童家庭支援センター等に拡大
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在宅支援サービスのメニューの多様化
1. 子育て支援ヘルプサービスの柔軟活用 

• 授乳,沐浴, ,調理,清掃,買い物,保育所送迎、訪問型学習支援など家庭
の多様なニーズに柔軟に対応できる訪問型サービス。 

• 産後だけに限定しないヘルパー制度。あるいは、養育支援訪問事業の
ヘルパー制度化。 

2. 身近なショートステイサービスの拡充 

• ショートステイ里親，日帰りショートステイ、母子ショートステイ、ショート
ステイ送迎サービス、滞在・宿泊型ベビーシッター 

3.　多様な通所相談支援・治療プログラム・デイケア（サービス） 

• 児童家庭支援センターも含めた多様な実施主体。 

• 支援実績（質と量）に見合った運営費 

• 質の高い治療プログラム（PCIT.TF-CBT等）を提供する場合は通所措
置費　（児童心理治療施設通所措置と同様、ただし、回数に応じた措置
費）
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在宅支援サービスのメニューの多様化

4.　親子措置、親子入所ホームの創設 

• 特定妊婦等が使いやすい「産後ケア」 

• 親子里親委託措置 
イギリスのparent and child placements「子どもを育てるために特別なサポートが必要な親がい
ます。そこで、親子を里親家庭に委託措置することで、若い親たちは家庭的な環境の中で自然
に養育方法を身につけることができ、子どもを養育するための自信を持たせることにもつながり
ます。子どもが施設入所となって別々になるのではなく、共に過ごせる最良の方法です」 
• Assessment placements – assessing parenting ability over a 12 week period 
• Pre-birth placements – helping parents to prepare for the birth of their child 
• Parenting support placements – teaching and supporting the development of parenting skills 

• 親子入所ホーム 
オックスフォードシャーCounty 管内 2 施設(Thame and Eynsham Assessment Centre)の説明 
「1 施設あたり の定員は親子あわせて 12 名であり,平均 6 週間〜最大数か月の入所により在
宅復帰を支援 しています。対象は,産後期〜5 歳頃の子どもをもつ若年母子が主ですが,12 歳
まで入所可能です。ホーム職員が親子と寝食をともにし,関わりを助言しながら持続可能な愛着
形成や養育スキル獲得を支援します。たとえば,おむつ交換を《助言なくできた/助言した》等 の
チェックリストを親と職員が確認しあいながらステップアップを目指します。精神不調のある親
の休息を兼ねる意味合いもあり,職員が保育園や学校の送迎,親子各々の受診同行等も実施し
ながら,家庭養育可能か,必要な支援は何かなどをアセスメントしていきます」 

• 新たなＮＰＯの参画、既存の施設機能の転用や活用（親子宿泊訓練の
長期プログラム化など）
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家庭支援の在り方

自分らしく健幸な共生共育をするための社会的環境づくり

＝ 子ども・家庭の生育環境づくりを中心にして ＝

相 澤 仁
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国及び地方公共団体の責務である家庭支援（保護者支援）
家庭・家族形態に応じた包括ケア・支援の提供が必要
虐待、貧困、障害、疾病など社会的な養育・支援の必要性が高い子どもやその家族を含め、全ての
子どもや子育て家庭を対象とし、一人一人の子どもの健やかな生育を等しく保障することを目指す。

家庭・家族形態 提供する施策

単身世帯・夫婦世帯 青少年施策 又は 高齢者施策 （障害者施策など）

ひとり親家庭（母子
家庭・父子家庭）

子ども家庭施策 ＋ ひとり親家庭施策

ステップファミリー 子ども家庭施策

二世代同居家族（妊
婦を含む）

子ども家庭施策

三世代以上同居家
族

子ども家庭施策 ＋ 高齢者施策

二世代同居家族＋
別居要支援高齢者

子ども家庭施策 ＋ 高齢者施策

障害者のいる家族 子ども家庭施策 ＋ 障害者施策 （＋高齢者施策など）

その他子どものいる
家族（貧困など）

子ども家庭施策 ＋ α （生活困窮者自立支援施策など）
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自分らしく健幸な共生共育をするための社会的環境づくり（その１）
＝ 子ども・家庭の生育環境づくりを中心にして ＝

胎児期
（成人期）

乳児期
（成人期）

幼児期
（成人期）

学童期
（成人期）

思春期・
青年期
（成人期）

障害児・慢性
疾病児
障害者

親になる準備
期
（壮年期）

老夫婦期
（老年期）

主な法律 児童福祉法
母子保健法
社会福祉法 民法
健康保険法
生活保護法
母体保護法
ＤＶ防止法

子ども・子育て支援
法

児童福祉法
母子保健法
社会福祉法 民法
生活保護法

子ども・子育て支援
法
児童手当法
児童扶養手当法

母子及び父子並び
に寡婦福祉法
児童虐待防止法
ＤＶ防止法

児童福祉法
母子保健法
学校教育法
社会福祉法 民法
生活保護法

子ども・子育て支援
法
児童手当法
児童扶養手当法

母子及び父子並び
に寡婦福祉法
児童虐待防止法
ＤＶ防止法

児童福祉法
学校教育法
社会福祉法 民法
生活保護法
児童手当法
児童扶養手当法

母子及び父子並び
に寡婦福祉法
児童虐待防止法
ＤＶ防止法 少年法

子ども・若者支援推
進法

児童福祉法
学校教育法
社会福祉法 民法
生活保護法

母子及び父子並び
に寡婦福祉法
児童虐待防止法
ＤＶ防止法
少年法

子ども・若者支援推
進法
職業安定法

児童福祉法
母子保健法
障害者総合支援法
身体障害者福祉法
知的障害者福祉法
発達障害者支援法
精神保健福祉法
社会福祉法 民法
障害者虐待防止法
障害者差別解消法
児童虐待防止法
ＤＶ防止法

障害者優先調達推
進法

社会福祉法 民法
生活保護法

子ども・若者支援推
進法
職業安定法
ＤＶ防止法
公営住宅法

社会福祉法 民法
介護保険法
高齢者医療確保法
生活保護法
国民年金法
公営住宅法
バリアフリー法
高齢者虐待防止法

理学療法士及び作
業療法士法 等

主な相談
機関

市町村保健センター
保健所

子育て世代包括支
援センター
医療機関
福祉事務所
児童相談所
女性センター

配偶者暴力相談支
援センター

精神保健福祉セン
ター

市町村保健センター
保健所

子育て世代包括支
援センター
福祉事務所

児童家庭支援セン
ター

児童発達支援セン
ター
児童相談所

配偶者暴力相談支
援センター

市町村保健センター
保健所

子育て世代包括支
援センター
福祉事務所

児童家庭支援セン
ター

児童発達支援セン
ター
児童相談所

市町村（家庭児童相
談室など）
教育相談機関

少年サポートセン
ター
福祉事務所

児童家庭支援セン
ター
児童相談所
司法福祉相談機関

市町村（家庭児童相
談室など）
青少年センター
教育相談機関

少年サポートセン
ター
福祉事務所

児童家庭支援セン
ター
児童相談所

精神保健福祉セン
ター
司法関係相談機関
職業安定所

市町村保健センター
保健所
福祉事務所

児童発達支援セン
ター
児童相談所

身体障害者更生相
談所

知的障害者更生相
談所

精神保健福祉セン
ター

青少年センター
消費生活センター

市町村保健センター
保健所
福祉事務所

精神保健福祉セン
ター
職業安定所

地域包括支援セン
ター

在宅介護支援セン
ター

市町村保健センター
保健所
福祉事務所
年金事務所
社会福祉協議会
消費生活センター

主な相談
事業など

産前・産後サポート
事業
妊娠ＳＯＳ相談

家計相談支援事業・
自立相談支援事業

利用者支援事業

地域子育て支援拠
点事業

ひとり親家庭への総
合的な支援のため
の相談窓口の強化
事業

家計相談支援事業・
自立相談支援事業

利用者支援事業

地域子育て支援拠
点事業

母子家庭等就業・自
立支援センター事業

家計相談支援事業・
自立相談支援事業

利用者支援事業

母子家庭等就業・自
立支援センター事業
家計相談支援事業・
自立相談支援事業

母子家庭等就業・自
立支援センター事業
家計相談支援事業・
自立相談支援事業

地域若者サポートス
テーション事業

ひきこもり地域支援
センター設置運営事
業

障害者相談支援事
業

障害者就業・生活支
援センター

基幹相談支援セン
ター等機能強化事業

地域生活支援事業
（相談支援事業）
計画相談支援
地域相談支援
障害児相談支援
家計相談支援事業

家計相談支援事業・
自立相談支援事業

地域若者サポートス
テーション事業

ひきこもり地域支援
センター設置運営事
業

福祉サービス総合支
援事業

家計相談支援事業・
自立相談支援事業
包括的支援事業

高齢者見守り相談
窓口設置事業

主なネット
ワークなど

要保護児童対策地
域協議会

要保護児童対策地
域協議会

要保護児童対策地
域協議会

要保護児童対策地
域協議会
少年サポートチーム

要保護児童対策地
域協議会

子ども・若者支援推
進協議会
少年サポートチーム

地域自立支援協議
会

特別支援連携協議
会

子ども・若者支援推
進協議会

在宅医療連携拠点
事業

（多機関の協働による包括的支援体制構築事業）

（市区町村における総合的子ども家庭支援拠点事業（24時間365日体制））

未定稿
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自分らしく健幸な共生共育をするための社会的環境づくり（その２）
＝ 子ども・家庭の生育環境づくりを中心にして ＝

胎児期
（成人期）

乳児期
（成人期）

幼児期
（成人期）

学童期
（成人期）

思春期・
青年期
（成人期）

障害児・慢性
疾病児
障害者

親になる準備
期
（壮年期）

老夫婦期
（老年期）

権利擁護 胎児の人権の制定 未成年後見制度 未成年後見制度 未成年後見制度 未成年後見制度 成年後見制度 成年後見制度

福祉サービス利用
援助事業

生活基盤 生活保護
住居確保給付金
一時生活支援事業

生活保護
児童手当
児童扶養手当

実費徴収補足給付
事業
家計相談支援事業
（住居確保給付金）
一時生活支援事業

生活保護
児童手当
児童扶養手当

実費徴収補足給付
事業
家計相談支援事業
（住居確保給付金）
一時生活支援事業

生活保護
児童手当
児童扶養手当

実費徴収補足給付
事業
家計相談支援事業
（住居確保給付金）
一時生活支援事業

生活保護

実費徴収補足給付
事業
奨学金
家計相談支援事業
住居確保給付金
一時生活支援事業
就労準備支援事業

生活保護
特別児童扶養手当
障害児福祉手当
特別障害者手当
家計相談支援事業
住居確保給付金
一時生活支援事業
就労準備支援事業

生活保護
家計相談支援事業
住居確保給付金
一時生活支援事業
就労準備支援事業

生活保護
公的年金
家計相談支援事業
一時生活支援事業
生活福祉資金

予防
健全育成

妊婦健診
母子健康手帳

妊婦（胎児）家庭全
戸訪問事業
食育活動

乳児家庭全戸訪問
事業
食育活動
母親クラブ

乳幼児健康診査
食育活動
母親クラブ

学校保健（健康教育
など）
食育活動
児童館 児童遊園
母親クラブ

学校保健（健康教育
など）
食育活動
青少年教育施設
勤労青少年ホーム

地域活動支援セン
ター

社会参加支援（レク
リエーション活動等
支援） 食育活動

食育活動
青少年教育施設
勤労青少年ホーム

食育活動
介護予防・日常生

活支援総合事業（一
般介護予防事業）
社会参加

支援 妊娠検査・健診支援
事業

地域子育て支援拠
点事業

産後ケア事業

地域子育て支援拠
点事業

ファミリーサポートセ
ンター事業
一時預かり事業
延長保育事業
病児保育事業

地域子育て支援拠
点事業

ファミリーサポートセ
ンター事業
一時預かり事業
延長保育事業
病児保育事業

子どもの学習支援
事業

若年者のためのワ
ンストップサービスセ
ンター（ジョブカフェ）
公的職業訓練

児童発達支援
居宅介護
同行援護
行動援護

若年者のためのワ
ンストップサービスセ
ンター（ジョブカフェ）
公的職業訓練

介護予防ケアマネ
ジメント
介護予防・日常生

活支援総合事業（介
護予防・生活支援
サービス事業）

ハイリスク
支援

養育支援訪問事業 養育支援訪問事業

子育て短期支援事
業

母子家庭等就業・自
立支援センター事業

養育支援訪問事業

子育て短期支援事
業

母子家庭等就業・自
立支援センター事業

養育支援訪問事業

子育て短期支援事
業

母子家庭等就業・自
立支援センター事業

子どもの学習支援
事業

養育支援訪問事業

母子家庭等就業・自
立支援センター事業

ひきこもり地域支援
センター設置運営事
業

医療型児童発達支
援
ショートステイ
未熟児養育医療

ひきこもり地域支援
センター設置運営事
業

介護予防サービス
計画
介護予防サービス

（介護予防訪問看
護・介護予防通所リ
ハビリ ・介護予防居
宅療養管理指導）

地域密着型介護予
防サービス （介護予

防小規模多機能型
居宅介護・介護予

防認知症対応型通
所介護）

在宅支援 養育支援訪問事業 養育支援訪問事業
治療的保育事業

母子家庭等就業・自
立支援センター事業
家族療法事業

養育支援訪問事業
治療的保育事業

母子家庭等就業・自
立支援センター事業
家族療法事業

養育支援訪問事業

母子家庭等就業・自
立支援センター事業
家族療法事業

養育支援訪問事業

母子家庭等就業・自
立支援センター事業

ひきこもり地域支援
センター設置運営事
業
家族療法事業

重度障害者等包括
支援 自立訓練
就労移行支援
就労継続支援
自立支援医療

小児慢性特定疾病
医療費支給

ひきこもり地域支援
センター設置運営事
業 （同上）

（都道府県児童福祉審議会（権利擁護機能強化）の活用及びシステムの創設）
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自分らしく健幸な共生共育をするための社会的環境づくり（その３）
＝ 子ども・家庭の生育環境づくりを中心にして ＝

胎児期
（成人期）

乳児期
（成人期）

幼児期
（成人期）

学童期
（成人期）

思春期・
青年期
（成人期）

障害児・慢性
疾病児
障害者

親になる準備
期
（壮年期）

老夫婦期
（老年期）

補完

介護

一時保護

産前産後母子支援
事業

産前産後母子支援
事業
保育所・保育事業

（家庭的保育・小規
模保育・事業所内保
育・居宅訪問型保
育）
治療的保育事業

一時保護里親

幼稚園

保育所・保育事業

（家庭的保育・小規
模保育・事業所内保
育・居宅訪問型保
育）
治療的保育事業

一時保護里親

小学校
放課後児童クラブ

中学校・高等学校 特別支援学級・学校

放課後等デイサービ
ス

保育所等訪問支援
（児童養護施設等も
対象）

大学等 居宅サービス計画
居宅サービス （訪問
介護・訪問看護・通
所介護・短期入所
など ）

地域密着型サービ
ス （定期巡回・随時

対応型訪問介護看
護・小規模多機能
型居宅介護・夜間
対応型訪問介護・

認知症対応型共同
生活介護など）

保護・代替 特別養子縁組

職業里親 地域小規
模母子ホーム

里親・ファミリーホー
ム制度

包括的里親支援事
業
助産施設

特別養子縁組

職業里親 地域小規
模母子ホーム

里親・ファミリーホー
ム制度

包括的里親支援事
業
母子生活支援施設
乳児院

特別養子縁組

職業里親 地域小規
模母子ホーム

里親・ファミリーホー
ム制度

包括的里親支援事
業
母子生活支援施設
児童養護施設

特別養子縁組

職業里親 地域小規
模母子ホーム

里親・ファミリーホー
ム制度

包括的里親支援事
業
母子生活支援施設
児童養護施設
児童心理治療施設
児童自立支援施設

特別養子縁組

職業里親 地域小規
模母子ホーム

里親・ファミリーホー
ム制度

包括的里親支援事
業
母子生活支援施設
児童養護施設
児童心理治療施設
児童自立支援施設
自立援助ホーム

大学進学等自立生
活支援事業

特別養子縁組

職業里親 地域小規
模母子ホーム

里親・ファミリーホー
ム制度

包括的里親支援事
業

福祉型障害児入所
施設

医療型障害児入所
施設

共同生活援助（グ
ループホーム）

特別養護老人ホー
ム
介護老人保健施設

介護療養型医療施
設

人材確保・
育成

統計・デー
タベース

（総合的移行定着支援事業（アドミッションケア～アフターケア/ライフサイクル））

子ども家庭相談情報整備事業（子ども家庭相談データベース＆社会的養護関係情報データベース）

（一時保護所最低基準及び第三者評価基準策定）

子ども家庭相談機関職員（児童福祉司・スーパーバイザー・要対協調整機関担当職員など）研修システム

赤字：創設 緑字：改革・改正 青字：推進・拡充・強化 下線：障害者のみ

社会的養護関係職員（児童指導員・ファミリーソーシャルワーカー・心理療法担当職員など）研修システム

24



これからの包括ケア・支援システムのあり方
個人単位から家族単位への包括ケア支援施策へ

•出生前の妊娠期から高齢者の終末期まで全住民を対象にした包括ケ
ア・支援システムの検討が必要。

•子ども・障害者・高齢者などすべての住民を対象にした包括ケア・支援シ
ステムの検討が必要。（新しい時代に対応した福祉の提供ビジョン）

•例えば家族内で障害者や高齢者のケアや介護している場合、その家族
に子どもがいれば子育て支援は必要であり、家族を単位にした家庭内
の構造的問題として総合的に対応することが必要。

• これまでの個人単位や各分野（保健・医療・福祉・心理・教育・労働など）
単位でのケア・支援システムでは効果が期待できない。

• これからは、個人から世帯・家族を単位にした多機関（多分野）連携によ
る総合的なチームによる包括ケア・支援システムが必要。

＊家族全体が継続的にケア・支援を得られるシステムの構築

＊家族内エンパワーメント・ホメオスタシスなどを高めることのできる事業

の拡充
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家族のライフステージ別の包括ケア・支援システム（案）
＝胎児期から老年期まで、家族のライフステージに合わせた包括支援システムの構築＝

◎家族を対象にしたチームによる継続的・連続的な包括ケア・支援システム

○ 家族アセスメントや家族支援プラン策定など、ケースマネジメントを行うための組織

づくり（チームづくり）及び人材育成・確保の必要性

○ 市町村の相談機関には、児童虐待などの家族の構造的問題に迅速かつ適切に対

応できる基本スタッフをチームとして配置し、その家族に対して継続的連続的な包括

的なソーシャルワークを展開することが必要。

○ チーム内の基本スタッフを必ず1名は残すように異動させることによって、家族への

支援は、切れ目のない継続的なソーシャルワークが可能になる。

■家族・子どものライフステージ

• 妊娠・周産期（成人期）【胎児期】

• 養育期（成人期）【乳幼児期】

• 養育・教育期（成人期）【学童期】

• 自立支援期（成人期）【思春・青年期】

• 子独立期（壮年期）【親になる準備期】

• 老夫婦期（老年期） 〔孫〕

包括ケア・支援チーム
基本スタッフ

+

○必要に応じてチームに
参加

・ 心理士
・ 医師
・ 教師
・ 弁護士
・ 警察官
・ 理学療法士
・ 作業療法士
・ 言語療法士
・ その他

選択スタッフ

ソ
ー
シ
ャ
ル
ワ
ー
カ
ー
（
社
会
福
祉
士
等
）

医
療
ス
タ
ッ
フ
（
保
健
師
・助
産
師
・看
護
師
）

ケ
ア
ワ
ー
カ
ー
（
保
育
士
・介
護
福
祉
士
等
）

心
理
士
（
公
認
心
理
士
等
）
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都道府県
専門的な知識・技術を必要とする相談

市区町村
（子ども家庭支援拠点）

（福祉事務所（家庭児童相談室）、保健センター、子育て世代包括支援センター、教育相談所等）

一義的な相談全般

在宅での包括的なケア・支援の提供
（母子保健・子育て支援・保育事業などの有効活用）

住 民 （子ども・家庭）

児童福祉施設（児童家庭支援センター・
児童発達支援センター）、福祉事務所など

児童相談所

児童虐待相談を中心に

広域的・専門的対応保健所
精神保健福祉センター

知的障害者更生相談所
身体障害者更生相談所
発達障害者支援センター

家庭裁判所医療機関等関係機関

一般

ロウリスク

ハイリスク

軽度な問題

中度な
問題

重度な
問題

これからの子ども家庭相談体制について（案）

児童自立支援施設
（児童家庭支援センター機能）

非行相談

一体的に担う支援拠点の整備

実情の
把握

情報の
提供

相談への
対応

調査及び
支援（指導）

関係機関と
の連絡調整

要保護児童
対策地域
協議会

送致
（協働）
（連携）

包括的里親支援機関
（包括的里親支援事業）

市

区
町
村
圏
域

中
間
圏
域

都
道
府
県

圏
域
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市区町村の実情に応じた子ども家庭支援拠点の整備（案）

子ども家庭支援拠点の主な
重点機能

子ども人口が少なく、単独
で設置する必要性の低い町
村部は他の地方公共団体
と共同して設置。

子どもが減少する中で、他の
分野と協同した包括支援シス
テムを構築することが必要。

子ども家庭支援を包括的に
行う機能を付与した子ども家
庭福祉・保健機関を整備す
ることが必要。（複数設置可）

①児童家庭支援センター的機能・ワ
ンス トップ相談支援機能

24時間365日相談支援機能及び分
かりやすいワンストップの窓口機能
などをもった総合的な相談支援体制
を整備する。

複数の自治体内にある児童
家庭支援センターなどの相
談支援機関に委託して子ど
も家庭福祉・保健の提供を
行う。

子どもが減少しても、他の分
野と協同しつつ、包括支援が
できる機関を活用して、子ども
家庭福祉・保健の提供を行う。

子ども家庭支援を包括的に
行う機能を付与できる子ども
家庭福祉・保健機関を活用し
て、支援を行う。（社会福祉
法人に業務の一部委託）

②一般の子ども家庭相談支援～子
ども虐待事例の在宅支援
全家庭を対象にしたポピュレーショ
ンアプローチからハイリスクアプ
ローチ及び在宅支援までのケース
に対応する。

子どもとその家庭及び妊産
婦等に関する相談全般（一
般子育て相談から児童虐待
等に関する相談まで）

子どもとその家庭及び妊産婦
等に関する相談を行いつつ、
家族を単位にして障害者・高
齢者を含め包括支援を行う。

子どもとその家庭及び妊産
婦等に関する相談について
一般の相談と虐待対応セク
ションとを分けて対応する。

③要保護児童対策調整機関
専門職員を配置して、ケースの進
行管理、関係機関の調整を行う。

専門職員を配置し、広域で
の要保護児童対策協議会
の調整機関として機能する。

専門職員を配置し、要保護児
童対策協議会のみならず他
の協議会の調整機関としても
機能することもありうる。

専門職員を配置し、要保護
児童対策協議会のみの調整
機関として機能する。

④人的資源（ソーシャルワカー・保健
師など）の配置

子ども家庭支援拠点が適切に機能
するための専門職種の配置を行う。
（最低限２名は（うち常勤1名）配置し、
人口・相談件数によって加算）

自治体間で協議の上、専門
職種を配置する。

各専門職種を配置するが、常
勤職員を複数配置するなど最
低配置人員基準を超えている
場合には、他の分野も兼任す
ることもできる。

子ども家庭分野を専任できる
専門職種の配置を行う。

子ども減少地域での整備 都市部での整備地域の実情に応じた機能強化

基盤：国及び都道府県による積極的な財政的措置・人的資源の充実28



Ａ地区 Ｂ地区 Ｃ地区

拠点拠点 拠点

各地区に拠点を設置

Ａ地区 Ｂ地区 Ｃ地区 Ｄ地区

拠点 拠点

複数地区ごとに拠点を設置

Ａ地区 Ｂ地区 Ｃ地区

拠点

各地区に拠点・支所を設置

Ａ地区 Ｂ地区 Ｃ地区

拠点

市全域に拠点を設置

支所 支所

Ａ地区 Ｂ地区 Ｃ地区

拠点

市町村全域に他の分野と
協同する拠点を設置

他の
拠点

Ａ町 Ｃ村

Ｂ町

拠点

他の自治体と
共同して拠点を設置

※ 支所は子育て世代包括支援センターなどを活用

※ 拠点は都道府県福祉事務所
児童家庭支援センターなどに委託

市区町村の実情に応じた子ども家庭支援拠点の整備（案）
大規模・中規模市区町村の場合

小規模市区町村の場合

※ 他の拠点は地域包括支援センターなど
29



市区町村における家庭内等虐待暴力防止対策について（案）

虐待防止制度 市町村相談対
応機関

ネットワーク ステップ１ ステップ２

児童虐待防止
制度

子ども家庭支援
拠点

要保護児童対
策地域協議会

障害者虐待防
止制度

障害者虐待防
止センター

高齢者虐待防
止制度

地域包括支援セ
ンター

高齢者虐待防
止センター

高齢者虐待防
止ネットワーク

要支援家庭
包括支援（家
庭内等虐待暴
力防止対策）
地域協議会
（仮称）の設置

家庭総合
相談支援
センター
（仮称）の
設置

ＤＶ防止制度 （配偶者暴力相
談支援セン
ター）

児童虐待、障害者虐待、高齢者虐待、ＤＶなど、特定の対象者や分野ごとに相談支援体制が整備されて
きた。障害者・高齢者虐待の目撃もＤＶ同様に児童虐待と定義すべきではないのか、相談支援の対象であ
る家庭が複合的な課題を抱えている場合、対象者・分野別での対応では十分とは言えず、さらに深刻化す
る場合もある。

こうした課題に対応するためには、的確なアセスメントに基づき、様々な相談支援施策やサービスを早期
に一体的・総合的かつ個別的に継続して提供することが重要である。
このため、地域における包括的な相談支援ネットワークや相談支援機関を設置し、対応することが必要。

ワンストップ・
中核的な相
談支援機関
の設置

地域の包括
的な相談支
援ネットワー
クの設置

子ども家庭
支援拠点など
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要支援家庭包括支援のための地域ネットワークシステム（案）（市町村）

子ども家庭支援拠点
調整機関

（福祉事務所等）
要保護児童対策
地域協議会

調整機関

子ども・若者支援
地域協議会

子ども・若者育成支援地域ネットワーク

矯正・更生保護
少年鑑別所
保護観察所

労働
職業訓練機関
ハローワーク 等

司法
家庭裁判所 等

医療
医療機関 等

保健
保健所

保健センター 等

児童家庭福祉
児童相談所

女性センター 等

警察
少年サポート
センター

社会的養護
里親

児童福祉施設 等

要保護児童対策地域ネットワーク

子育て
支援
保育所
民間団体
等

障害者福祉
障害者相談
支援事業所

高齢者福祉
地域包括
支援センター 家庭総合相談支援センター

調整機関
要支援家庭包括支援
地域協議会（仮称）

要支援家庭包括支援地域ネットワーク

移
行

教育
幼稚園
学校

教育委員会

生活困窮者支援
福祉事務所 等
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福祉サービスを総合的に提供する際の各制度の基準の適用例
（地域の実情に合った総合的な福祉サービスの提供に向けたガイドラインより）

【通いのサービスや居場所を提供するサービスを組み合わせる例】

例①通所介護（高齢者等）＋生活介護（障害者）＋放課後等デイサービス（障害児）

例②通所介護（高齢者等）＋生活介護（障害者）＋小規模保育事業（B 型）（児童）

例③通所介護（高齢者等）＋生活介護（障害者）＋地域子育て支援拠点事業（児童）＋利

用者支援事業（基本型）（児童）

例④小規模多機能型居宅介護（高齢者等）＋生活介護（障害者）＋一時預かり事業（児童）

【訓練や就労支援を行うサービスを組み合わせる例】

例⑤認知症対応型通所介護（高齢者等）＋就労継続支援 B 型（障害者）＋放課後児童健全

育成事業（児童）＋就労訓練事業（生活困窮者）

【泊まりのサービスを組み合わせる例】

例⑥通所介護（高齢者等）＋生活介護（障害者）＋就労継続支援 B 型（障害者）＋短期入所

生活介護（高齢者等）＋短期入所（障害者）＋保育所（児童）

例⑦認知症対応型共同生活介護（高齢者等）＋共同生活援助（障害者）

高齢者、障害者、児童等の各制度を組み合せて福祉サービスを総合的に提供する際の、人員の兼務、
設備の共用ができる事項について、高齢者、障害者、児童等に対する福祉サービスを組み合わせて提
供する場合の例を用いて示した。
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障害者施策や高齢者施策などの有効活用や共同事業の創設（案）

○障害者施策の活用：社会的養護のもとで生活している障害のある児童は

増加している。

❶ 障害者福祉サービスの有効活用（18歳以上）

自立訓練、就労移行支援、就労継続支援、共同生活援助（グループ

ホーム）、地域移行支援、地域定着支援、自立生活援助（創設）、

就労定着支援（創設）など

【今後の方向性】

対象の拡充：里親・児童養護施設等入所児童（18歳以上）も可とする。

○高齢者施策の活用と子ども家庭施策の共同事業

❶ 介護予防事業として、高齢者の子育て支援員としての活用（子育て支

援の担い手のとしての社会参加）

❷ 介護予防事業（高齢者）＋地域子育て支援拠点事業（児童）

❸ 単身高齢者と学生・母子家庭との共同生活事業

学生や母子家庭が単身高齢者の住宅をシェアハウス（無・低家賃）として

利用し、学生・母子家庭の生活・自立支援及び高齢者の見守り支援などを

行う事業。
33



○労働施策との共同事業

青少年施策は不十分であり、充実強化が必要である。

勤労青少年福祉法に位置づけられている全国に約３００カ所ある勤労
青少年ホームなどを活用して、一定の条件を満たした施設を選定して整
備を行い、以下のような機能をもった総合的な青少年（１ ５歳～３０歳程
度）の自立を支援する青少年自立支援センター（仮称）を都道府県に数カ
所（青少年人口に応じて）設置する。

里親・施設を退所した年長児童など個々の青少年の状況に応じた支援
を展開する。

機能：相談機能、生活支援機能、就労支援機能、レクリエーション機能、

一時保護・短期宿泊機能、コーディネート機能など
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【参考】
(2) 勤労青少年ホーム等の多様な観点からの活用促進
• 勤労青少年ホームの利用実績等は、平成16年度から平成21年度までの５年間で、延べ利用者数は約115万人
減少し、平成21年度は279万人となっている。施設数も84箇所減少し、同年度末で395箇所（地方公共団体が類
似施設として位置付けている施設を含めると約450箇所）となっており、勤労青少年数の減少、若者の余暇活動
の変化等に伴い、長期的に見ても減少傾向にある。

• また、利用者の年齢別の傾向を見ると、平成16年度と比べ、平成21年度では20歳台後半層が約45％の減、逆
に30歳以上の者の利用が約40％の増となるなど、全体として利用者の年齢層が上がっていることがうかがえる。

• 平成20年度には、国の補助により設置された施設の財産処分手続きが簡素化され、これに伴い、勤労青少年
ホームの用途の変更、取り壊し等の案件も増加しており、今後とも施設数の減少が見込まれる。

• こうした中、設置・運営主体である地方公共団体と、関係者の連携・協力のもと、勤労青少年ホームに本来期待
される余暇活動等の活性化に取り組み、地域の若者の交流・人材定着に寄与している事例や、勤労青少年の
キャリア形成という観点から、専門的な相談、各種支援プログラムの充実に取り組むなど、勤労青少年ホームの
役割を拡大し、活性化を図っている事例も見られる。

• これらの事例も踏まえ、勤労青少年ホーム等の設置・運営主体である地方公共団体を始め、関係者の創意工
夫の下、クラブ活動や各種講座等の余暇活動に加え、ボランティア活動や伝統行事への参加の場を提供し、同
世代・異世代間、地域間の幅広い交流を促すなど、勤労青少年の福祉向上の基盤として確立されることが望ま
れる。

• さらに、勤労青少年のキャリア形成支援の充実に向け、キャリア・コンサルティング等の相談機能を強化するほ
か、ニート等の若者も対象に含め、職業的自立の実現に向け、グループワーク方式を取り入れた各種支援プロ
グラムを展開する事業を施設内外で展開するなど、活性化を図ることも重要である。

• 地方公共団体は、こうした観点を中心に、自らの目標設定、創意工夫により、地域の実情に即した、勤労青少年
ホーム等の役割を明確化し、これに応じて具体的な機能の充実を図るとともに、関係者の参画により基盤を整
備していく立場にある。

• このため、地域の若者を取り巻く現状・課題を分析の上、勤労青少年ホーム等の資源の特性を踏まえ、利用者
である勤労青少年自身の提案も積極的に取り入れ、キャリア形成支援の観点も含めた勤労青少年ホーム等の
具体的な活性化方策を確立する必要がある。

• また、各勤労青少年ホーム等が、こうした自らの具体的支援機能はもとより、地域の社会的活動から仕事に関
することまで、勤労青少年を始めとする若者のキャリア形成や社会参加に関する様々な情報を幅広く分かりや
すく提供する、いわば情報発信基地としての役割を備えるなど、若者の総合的な支援の拠点として発展していく
ことが期待される。

• なお、その際、各勤労青少年ホーム等の特徴・役割を反映した愛称等を、住民、利用者からの公募等により定
め、広報に活用することも一考の価値がある。

（第９次勤労青少年福祉対策基本方針（平成23年～27年）より）36



里親支援のあり方
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家庭養護支援体制の拡充（児童相談所）
① 専任職員の配置
里親委託の推進及び里親・委託された子どもの支援の充実のためには、複数の専任職員を児童相談所
に配置する体制が確保されるべきである。

② 専任職員の継続勤務年数の長期化
里親担当職員の専門性を高め維持するためには、職員の異動周期を長くして、経験を蓄積できるようにす
べきである。

③ 里親応援ミーティングの実施
子どもを里親に新規に措置する際に、関係機関・関係者（委託児童担当児童福祉司、担当児童心理司、
里親委託等推進員、里親支援担当職員（児童家庭支援センター職員など）、児童福祉関係部署の市町村職
員、里親支援専門相談員、保健師、保育所、学校、地区里親会、必要に応じて里親など）による里親応援
ミーティングを開催して、養育計画書（里親版、里子版）、訪問・面接計画書などを作成、チーム養育である
ことを確認し、委託前後における里親養育への支援を実施する。なお、場合によっては実親が参加するミー
ティングを開催したり、ファミリーグループカンファレンスなども実施すること。

④ 二つの措置の活用
乳児院から里親委託の一定期間の複数養育(二つの措置)や里親委託中の保育所利用、障がい児サービ
スの複数養育など二つの措置の活用を広める。乳児院や児童養護施設から里親委託に移行する段階では、
双方の入所措置と委託措置を重ね合わせて移行期支援ができるように、二つの措置をかけられるようにす
べきである。

また、里親委託中の保育所利用や障がい児サービスの活用について、積極的な利用を可能とすべきであ
る。

⑤ レスパイト事業の拡充
レスパイト事業における受け入れ対象を親戚・友人等にまで拡大する。

⑥ 委託児童健診の実施
乳幼児健診のように、委託された子どもに対しても定期的(委託された子どもの年齢、委託期間等により時
期検討)に心理検査などを行い、子どもの里親家庭での適応、安定感を把握し支援の方向性の材料とする。

（「全国里親会中長期ビジョンに関する報告書」より） 19
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包括的里親支援事業（案）

包括的里親支援事業
実施機関

（民間機関（フォスタリングエージェンシー））
（児童福祉施設（児童家庭支援センター））

（子ども家庭支援拠点）

専門スタッフ
（ソーシャルワーカー・心理職など）

労働
職業訓練機関
ハローワーク 等

司法
家庭裁判所 等

医療
医療機関 等

保健
保健所

保健センター 等

福祉
福祉事務所
児童委員 等

警察
少年サポート
センター

社会的養護
里親

児童福祉施設 等
（里親支援専門相談員）

要保護児童対策地域（里親支援）ネットワーク

子育て支援
保育
保育所

民間団体 等

里親家庭
（里親・実子）

養育チーム

子ども

要保護児童対策
地域協議会
調整機関

児童相談所

専門スタッフ

実親
教育

幼稚園・学校
教育委員会

等

○子どもの最善の利益を中心に据えた里親ソーシャルワークのできる機関に、里親のリクルートから里親支援までをする事業を委託して行う。

委託機関： ❶民間機関（フォスタリング・エージェンシー） ❷児童福祉施設（児童家庭支援センター） ❸市区町村子ども家庭支援拠点 など

事業内容： 里親開拓、里親研修、相談支援（２４時間３６５日）、マッチング、移行支援、訪問支援、レスパイトケア、関係機関調整、里親間交

流（里親サロン）、実親支援、アフターケア など ※ 里親支援機関事業からの移行
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1

新
た
な
社
会
的
養
育
の
在
り
方
に
関
す
る
検
討
会
（

1
月

1
3
日
）
養
子
縁
組
に
関
す
る
コ
メ
ン
ト

林
浩
康

１
.
縁
組
前
に
お
け
る
課
題

（
１
）
児
相

里
親
登
録
の
あ
り
方
の
自
治
体
間
格
差
→
実
態
と
の
齟
齬
、
経
済
的
支
援
の
格
差

①
養
育
里
親
、
養
子
縁
組
里
親
の
重
複
登
録
を
認
め
て
い
る
自
治
体
（
任
意
・
義
務
化
双
方
含
む
、
重
複
登
録
の
義
務
付
け
→
研
修
義
務
化
に
よ

り
今
後
は
任
意
に
？
）
（
約
７
割
）
（
厚
労
科
研

2014）

試
験
養
育
期
間
・
・
・
養
育
里
親
と
し
て
里
親
手
当
＋
事
業
費
を
支
給

申
し
立
て
か
ら
縁
組
認
容
・
・
・
・
養
子
縁
組
里
親
と
し
て
手
当
の
支
給
な
し
（
事
業
費
の
み
支
給
）

②
養
育
里
親
か
養
子
縁
組
里
親
ど
ち
ら
か
の
登
録
し
か
認
め
て
い
な
い
自
治
体
（
約

15％
）

委
託
か
ら
縁
組
成
立
ま
で
一
貫
し
て
手
当
支
給
な
し
（
事
業
費
の
み
支
給
）

③
養
育
里
親
登
録
の
み
し
か
認
め
て
い
な
い
自
治
体
（
約
１
割
）

→
縁
組
里
親
に
対
す
る
研
修
義
務
化
に
伴
い
変
更
？

一
貫
し
て
手
当
支
給
（
里
親
手
当
＋
事
業
費
支
給
）

→
経
済
的
支
援
の
手
厚
さ
の
順
位

③
①

②

・
民
間
あ
っ
せ
ん
機
関
の
場
合

支
給
な
し

（
手
数
料
の
支
払
い
）

・
家
庭
に
お
け
る
養
育
環
境
と
同
様
の
養
育
環
境
と
は
、
里
親
や
養
子
縁
組
家
庭
を
意
味
す
る
と
考
え
ら
れ
里
親
か
、
あ
る
い
は
養
子
縁
組
か
は
子

ど
も
の
個
々
の
状
況
に
応
じ
て
検
討
す
る
必
要
が
あ
る
が
、
家
庭
復
帰
が
困
難
な
子
ど
も
に
は
原
則
的
に
、
法
的
親
子
関
係
に
基
づ
く
養
子
縁
組
を

考
慮
す
る
こ
と
が
必
要
。
し
か
し
現
実
に
は
長
期
里
親
が
縁
組
の
代
替
策
と
し
て
活
用
さ
れ
て
い
る
実
態
や
、
里
親
と
縁
組
の
対
象
児
の
混
乱
が
現

場
に
お
い
て
散
見
さ
れ
る
。

・
里
親
と
養
子
縁
組
の
制
度
的
運
用
（
厚
労
科
研

2014）

統
合
型
（
日
本
、
ア
メ
リ
カ
、
カ
ナ
ダ
、
ア
イ
ル
ラ
ン
ド
、
イ
ギ
リ
ス
）、

別
制
度
型
（
韓
国
、
オ
ー
ス
ト
リ
ア
、
ド
イ
ツ
、
フ
ラ
ン
ス
、

ベ
ル
ギ
ー
）

・
こ
う
し
た
状
況
を
踏
ま
え
日
本
で
は
統
合
的
に
活
用
し
つ
つ
、
公
民
機
関
に
お
け
る
不
公
平
感
へ
の
対
応
を
考
慮
す
る
必
要
は
な
い
か
？

ま
た
自
治
体
に
お
け
る
登
録
・
経
済
的
支
援
格
差
の
是
正
は
必
要
な
い
か
？
里
親
家
庭
の
子
ど
も
の
縁
組
の
促
進
策
は
必
要
な
い
か
？
里
親

制
度
と
縁
組
制
度
を
区
別
化
す
る
方
策
は
必
要
な
い
か
？

→
こ
う
し
た
課
題
を
踏
ま
え
、
縁
組
前
委
託
費
お
よ
び
縁
組
手
当
の
創
設
を
公
民
あ
っ
せ
ん
機
関
一
貫
し
て
検
討
で
き
な
い
か
。
例
え
ば
養
子
縁

組
里
親
を
廃
止
し
、
公
民
機
関
と
も
に
「
養
親
登
録
者
」
と
し
、
児
童
相
談
所
や
民
間
あ
っ
せ
ん
機
関
を
介
し
て
行
わ
れ
る
（
要
保
護
児
童
を
対
象

と
し
た
）
養
子
縁
組
を
児
童
福
祉
法
に
位
置
付
け
、
児
福
法
第

27
条
の
措
置
の
中
に
養
子
縁
組
あ
っ
せ
ん
を
規
定
し
、
成
立
ま
で
の
間
双
方
と
も
に

「
養
子
縁
組
前
委
託
」
と
し
て
事
業
費
（
養
育
費
）
を
、
ま
た
縁
組
後
「
縁
組
手
当
」
の
支
給
を
行
う
こ
と
で
、
公
民
機
関
の
公
平
性
の
担
保
、
社

会
的
養
護
と
し
て
の
養
子
縁
組
の
位
置
づ
け
、
縁
組
と
里
親
の
意
義
の
明
確
化
、
長
期
の
里
親
委
託
の
縁
組
の
促
進
を
図
れ
る
の
で
は
な
い
か
。

（
２
）
民
間
機
関
に
お
け
る
子
ど
も
の
養
育
、
妊
娠
相
談
、
生
み
の
親
子
の
保
護
状
況
の
把
握
・
公
民
連
携
と
生
み
の
親
に
対
す
る
中
立
的
な
意
思

決
定
支
援

・「
特
別
養
子
縁
組
に
関
す
る
調
査
結
果

(2
0
1
6
)」
に
よ
る
と
、
民
間
機
関
で
は
養
親
が
監
護
開
始
す
る
直
前
の
状
況
は
「
べ
ビ
ー
シ
ッ
タ
ー
を
活
用
」

が
5
4
.2
％
を
占
め
最
多
、
次
い
で
「
認
可
外
保
育
所
や
ベ
ビ
ー
ホ
テ
ル
等
」
が

1
.9

%
と
な
っ
て
い
る
。

→
実
態
把
握
の
必
要
性
、
児
相
と
連
携
し
た
里
親
や
施
設
活
用
、
市
町
村
と
連
携
し
た
シ
ョ
ー
ト
ス
テ
イ
の
活
用
を
促
進
で
き
な
い
か

→
基
本
的
に
生
み
の
親
の
中
立
的
な
意
思
決
定
支
援
を
保
障
す
る
た
め
に
、
妊
娠
相
談
機
能
、
子
ど
も
の
養
育
機
能
、
生
み
の
親
子
の
保
護
機
能
は

連
携
に
よ
る
方
が
望
ま
し
い
と
考
え
ら
れ
る
（
あ
っ
せ
ん
法
で
は
民
間
あ
っ
せ
ん
機
関
ど
お
し
、
児
相
と
の
連
携
に
つ
い
て
規
定
さ
れ
て
い
る
が
、

市
町
村
機
関
と
の
連
携
も
重
要
）。

・
海
外
で
は
こ
う
し
た
観
点
か
ら
保
護
機
能
、
妊
娠
相
談
機
能
を
外
部
機
関
に
求
め
る
こ
と
を
規
定
（
韓
国
、
仏
、
独
）

２
.縁

組
後
支
援
に
関
し
て

・
児
童
福
祉
法
改
正
に
よ
り
、
養
子
縁
組
里
親
が
法
定
化
さ
れ
る
と
と
も
に
、
都
道
府
県
（
児
童
相
談
所
）
の
業
務
と
し
て
、
養
子
縁
組
に
関
す

る
相
談
・
支
援
が
位
置
付
け
ら
れ
た
。
こ
れ
ま
で
里
親
登
録
を
抹
消
し
て
い
た
一
部
の
児
相
で
も
引
き
続
き
何
ら
か
の
形
で
の
把
握
が
求
め
ら

れ
て
い
る
。
ま
た
縁
組
後
児
相
の
管
轄
が
異
な
る
地
域
へ
転
居
す
る
縁
組
家
庭
の
把
握
も
検
討
を
要
す
る
。

・
一
方
、
民
間
機
関
に
つ
い
て
は
い
わ
ゆ
る
あ
っ
せ
ん
法
に
お
い
て
縁
組
後
の
支
援
に
つ
い
て
規
定
さ
れ
た
。

・
厚
労
科
研
調
査
結
果
(2014)に

よ
る
と
、
縁
組
家
庭
へ
の
支
援
に
つ
い
て
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2

縁
組
後
支
援
を
行
っ
て
い
る
と
回
答
し
た
児
相

65.0％
（
支
援
内
容
；
養
親
研
修
、
子
育
て
支
援
に
関
す
る
情
報
提
供
、
里
親
会
・
サ
ロ
ン
に

関
す
る
情
報
提
供
、
家
庭
訪
問
、
真
実
告
知
に
関
す
る
支
援

な
ど
）、

ま
た
「
特
別
養
子
縁
組
に
関
す
る
調
査
結
果

(2
0
1
6
)」

の
よ
る
と
、
児
相

で
は
「
養
親
」
に
対
し
て
は

60.7%、「
養
子
」
に
つ
い
て
は

46.7%、
民
間
機
関
で
は
「
養
親
」
に
対
し
て
は

100%、「
養
子
」
に
対
し
て

は
78.6%で

あ
っ
た
（
支
援
内
容
；
上
記
以
外
に
養
親
に
対
し
て
は
「
孤
立
防
止
支
援
（
他
の
里
親
家
庭
と
の
交
流
の
促
進
）」「

思
春
期
等

の
子
ど
も
の
成
長
段
階
に
応
じ
た
養
育
に
関
す
る
助
言
」「

問
題
行
動
、
発
達
の
遅
れ
等
、
養
育
に
関
す
る
相
談
」、

養
子
に
対
し
て
は
「
ル

ー
ツ
探
し
へ
の
対
応
」「

養
子
同
士
の
交
流
機
会
の
提
供
」「

発
達
面
で
の
検
査
」）

・
イ
ギ
リ
ス
（

P
A

C
-U

K
）

(P
ost

A
d
op

tion
C

en
ter)上

鹿
渡
報
告

(厚
労
科
研

2
0
1
5
)

子
ど
も
の
ア
セ
ス
メ
ン
ト
と
治
療
的
ケ
ア
（
充
実
し
た
治
療
的
ケ
ア
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
体
制
の
確
保
）
の
提
供

→
日
本
と
の
大
き
な
相
違
～
日
本
で
は
子
ど
も
の
ケ
ア
が
養
親
に
大
き
く
依
存
（
チ
ー
ム
養
育
に
お
け
る
タ
ー
ゲ
ッ
ト
の
検
討
）、

今
後
不
妊
治
療
者

を
対
象
と
し
た
乳
児
委
託
か
ら
さ
ら
に
幼
児
、
学
童
期
の
縁
組
を
促
進
す
る
上
で
子
ど
も
へ
の
治
療
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
提
供
は
必
須

・
日
本
に
で
は
ア
セ
ス
メ
ン
ト
後
の
子
ど
も
の
ケ
ア
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
欠
如
、
個
人
の
努
力
に
委
ね
ら
れ
る
傾
向
→
こ
う
し
た
観
点
か
ら
の
民
間
機
関

の
職
員
配
置
と
財
政
支
援
の
あ
り
方

・
生
み
の
親
支
援
（
「
特
別
養
子
縁
組
に
関
す
る
調
査
結
果

(2
0
1
6
)」）

児
相
「
支
援
な
し
」
が
最
多
、
民
間
機
関
「
自
立
支
援
」「

実
親
と
養
子

の
手
紙
、
写
真
、
プ
レ
ゼ
ン
ト
の
仲
介
」「

メ
ン
タ
ル
ケ
ア
」）

→
「（

セ
ミ
）
オ
ー
プ
ン
ア
ド
プ
シ
ョ
ン
」
の
あ
り
方
は
？

・「
特
別
養
子
縁
組
に
関
す
る
調
査
結
果

(2
0
1
6
)」

に
る
と
、
養
親
家
庭
へ
の
支
援
の
継
続
が
困
難
な
理
由
と
し
て
は
児
相
の
場
合
、
里
親
会
の

退
会
、
縁
組
成
立
後
の
登
録
抹
消
、
養
親
か
ら
の
支
援
拒
否
、
民
間
で
は
転
居
後
の
住
所
の
不
明
が
あ
げ
ら
れ
て
い
る
。
→
先
に
述
べ
た
社

会
的
養
護
と
し
て
の
位
置
づ
け
、
以
下
の
養
親
の
把
握
シ
ス
テ
ム
に
よ
り
支
援
継
続
の
促
進
を
図
る
。

３
.ハ

ー
グ
国
際
養
子
縁
組
条
約
批
准
と
国
内
養
子
縁
組
体
制
（
養
親
・
養
子
候
補
者
の
一
元
的
管
理
の
促
進
）

・
中
央
管
理
当
局
（
記
録
保
存
、
養
子
・
養
親
候
補
者
情
報
の
管
理
）、

権
限
あ
る
当
局
（
機
関
監
督
）

・
養
子
縁
組
里
親
・
養
親
登
録
者
情
報
の
管
理
体
制

国
際
条
約
で
は
、
国
際
養
子
縁
組
は
国
内
で
受
け
入
れ
家
族
を
見
い
だ
せ
な
い
子
ど
も
に
代
替
的
手
段
と
し
て
認
め
ら
れ
て
い
る
。
国
内

に
お
い
て
、
幅
広
く
養
親
探
索
シ
ス
テ
ム
を
つ
く
り
、
出
身
国
内
で
養
親
候
補
者
を
探
す
努
力
を
最
大
限
に
行
う
必
要
が
あ
る
。
そ
の
た
め
、

「
養
親
登
録
者
」
や
子
ど
も
の
情
報
を
一
元
化
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
広
域
的
マ
ッ
チ
ン
グ
を
可
能
に
す
る
シ
ス
テ
ム
を
設
け
る
こ
と
を
国
際

条
約
で
は
奨
励
し
て
い
る
。

→
日
本
で
は
当
座
、
各
都
道
府
県
の
中
央
児
童
相
談
所
で
都
道
府
県
内
の
児
童
相
談
所
及
び
民
間
養
子
縁
組
機
関
に
お
け
る
登
録
者
の
情
報

を
一
元
的
に
管
理
し
、
養
親
候
補
者
を
探
す
シ
ス
テ
ム
を
つ
く
る
こ
と
も
考
え
ら
れ
る
。
こ
の
シ
ス
テ
ム
に
よ
り
転
居
者
の
把
握
も
可
能
と

な
ら
な
い
か

（
参
照
）

ハ
ー
グ
国
際
養
子
縁
組
条
約

奥
田
安
弘
ほ
か
『
養
子
縁
組
あ
っ
せ
ん
―
立
法
試
案
の
解
説
と
資
料
』（

日
本
加
除
出
版
、
２
０
１
２
年
）

第
７
条
〔
中
央
当
局
の
任
務
〕

1
中
央
当
局
は
、
子
の
保
護
お
よ
び
こ
の
条
約
の
そ
の
他
の
目
的
を
達
成
す
る
た
め
、
互
い
に
協
力
し
、
か
つ
そ
れ
ぞ
れ
の
国
の
権

限
あ
る
当
局
間
の
連
携
を
促
進
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

2
中
央
当
局
は
自
ら
、
次
の
目
的
の
た
め
に
適
切
な
措
置
を
す
べ
て
と
る
。

ａ
自
国
の
養
子
法
に
関
す
る
情
報
な
ら
び
に
統
計
お
よ
び
標
準
書
式
な
ど
そ
の
他
一
般
的
な
情
報
を
提
供
す
る
こ
と
。

ｂ
こ
の
条
約
の
運
用
に
関
す
る
情
報
を
交
換
し
、
か
つ
可
能
な
限
り
そ
の
適
用
の
障
害
を
除
く
こ
と
。

第
９
条
〔
同
上
〕

中
央
当
局
は
、
自
ら
ま
た
は
公
的
当
局
も
し
く
は
自
国
に
お
い
て
適
正
に
認
可
を
受
け
た
団
体
を
介
し
て
、
特
に
次
の
目
的
の
た
め

に
適
切
な
措
置
を
す
べ
て
と
る
。

ａ
養
子
縁
組
の
成
立
に
必
要
な
限
り
に
お
い
て
、子

お
よ
び
養
親
に
な
ろ
う
と
す
る
者
の
状
況
に
関
す
る
情
報
を
収
集
し
、保

存
し
、

か
つ
交
換
す
る
こ
と
。

ｂ
養
子
縁
組
に
関
す
る
手
続
を
援
助
し
、
遂
行
し
、
か
つ
円
滑
に
す
る
こ
と
。

ｃ
自
国
に
お
け
る
養
子
縁
組
お
よ
び
養
子
縁
組
後
の
フ
ォ
ロ
ー
に
関
す
る
助
言
サ
ー
ビ
ス
の
発
展
を
促
進
す
る
こ
と
。

ｄ
国
際
的
な
養
子
縁
組
の
実
績
の
一
般
的
な
評
価
に
関
す
る
報
告
書
を
交
換
す
る
こ
と
。

ｅ
自
国
の
法
律
に
よ
り
認
め
ら
れ
た
限
り
に
お
い
て
、
他
国
の
中
央
当
局
ま
た
は
公
的
当
局
か
ら
の
特
定
の
養
子
縁
組
の
状
況
に
関

す
る
情
報
の
正
当
な
請
求
に
応
じ
る
こ
と
。

第
11

条
〔
認
可
の
要
件
〕
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3

認
可
団
体
は
、
次
の
要
件
を
満
た
さ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

ａ
認
可
す
る
国
の
権
限
あ
る
当
局
が
定
め
た
要
件
お
よ
び
範
囲
の
下
で
、
非
営
利
目
的
の
み
を
追
求
す
る
こ
と
。

ｂ
倫
理
観
お
よ
び
訓
練
ま
た
は
経
験
に
よ
り
国
際
的
な
養
子
縁
組
の
分
野
に
お
い
て
活
動
す
る
資
格
を
認
め
ら
れ
た
者
が
管
理
運
営

し
て
い
る
こ
と
。

ｃ
組
織
、
運
営
お
よ
び
財
政
状
況
に
つ
い
て
そ
の
国
の
権
限
あ
る
当
局
の
監
督
を
受
け
て
い
る
こ
と
。

４
.
統
計
上
の
里
親
種
類
別
、
未
委
託
率
に
お
け
る
数
値
と
実
態
の
齟
齬
の
解
消

・
里
親
種
類
別

養
育
里
親
、
縁
組
里
親
（
養
親
登
録
者
）
数

・
里
親
種
類
別
未
委
託
率
（
委
託
率
）

縁
組
後
に
お
け
る
実
態
に
適
合
し
た
登
録
維
持
や
把
握
の
あ
り
方
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